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積算基準類の改定①特集 積算基準類の改定①

1.　はじめに

国土交通省では，実態調査等に基づき，必要に
応じて直轄土木工事・業務に適用する積算基準等
を改定しています。今般，令和 8年度から適用す
る新基準等として，担い手の確保のための働き方
改革・処遇改善，公共工事に従事する者の労働環
境の改善や円滑な施工体制の確保など，現場の実
態を踏まえた各種改定を行いました。本稿では，
これらの主な基準改定の概要を紹介します。

2.　�直轄土木工事等における�
主な積算改定項目

⑴　建設業における多様な働き方の実現に向けた
支援
直轄工事における試行を通じて，建設業は完全
週休 2日を含む週休 2日が可能な業界であること
を確認しました。今後は，地域の実情や現場の状況
等により，多様な働き方が求められている状況を
踏まえ，最新の知見・技術を総動員した多様な働
き方の実現を目指していきます（直轄土木工事は
「工事における週休 2日の取得に要する費用の計
上について（試行）」等による試行は完了。図－ 1）。

令和 8年度 国土交通省土木工事・
業務の積算基準等の改定について

国土交通省 大臣官房 技術調査課

図－ 1　建設業における多様な働き方の実現に向けた支援
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